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【調査研究・研修の概要】（調査研究・研修のねらい・手法・成果など）

現在、日本政府は「100mSv 以下の健康影響は不明」とし、20 ミリシーベルトを避難および帰還の基準として

いる。この日本政府の政策にの転換をめざし、題提起を行うため、低線量被ばくの影響や、チェルノブイリ原発

事故後、チェルノブイリ法が形成されていった背景やチェルノブイリ法の内容やその効果について収集整理およ

び発信を行った。また、原発事故の被災者救援を行うための包括的な法的枠組みや政策を提言し、その実現に貢

献するすることをねらいとして実施した。具体的には特に下記を行った。

①原発事故子ども・被災者支援法の制定・実施過程でのインプット

②健康問題に関する提言活動および情報発信

③「放射線被ばくと健康管理のあり方に関する市民・専門家委員会」の立ち上げ

【調査研究・研修の経過】（取り組みの具体的な経過：主要な出来事のみ）

2012 年４～６月 原発事故子ども・被災者支援法に関するロビー活動

4 月 原発被災者を支援する法律の早期成立を求める院内集会開催

5 月 セミナー「放射能影響と健康管理～ティルマン・ラフ医師を迎えて」（福島市）

アレクサンドル・ヴェリキン氏招聘 福島・東京で合計４回の講演会・セミナーなど

政府交渉「県民健康管理調査のあり方」（東京）

6 月 村田三郎医師講演会「内部被ばくと健康管理」（福島市および白石市で講演）

「原発被災者のいのちと暮らしを守る法律の早期成立を求める署名」衆議院議長に提出

「原発事故子ども・被災者支援法」成立

7 月 院内集会「原発事故子ども・被災者支援法市民会議設立に向けて」（東京）

健康管理調査に関する福島県への要請（福島市）

「原発事故子ども・被災者支援法 市民会議」設立

9 月 福島市・渡利地区調査・意見交換会

10 月 福島市渡利・大波・小倉寺 空間線量・土壌汚染調査

11 月 「チェルノブイリから学ぶ～ウクライナの子どもたちは今」（福島でのセミナー）

調査報告「高濃度汚染続く渡利・大波―避難と除染の政策見直しを」発表

11 月 借り上げ住宅制度打ち切り問題に関する署名中間提出、厚生労働省と会合

11 月 「原発事故子ども・被災者支援法」基本方針に関する要望書を平野復興大臣に提出

対話集会「原発事故子ども・被災者支援法」を活かして！市民からの提案開催

12 月 避難者への住宅支援打ち切り撤回を求め、福島県と交渉

2013 年 1 月原発事故子ども・被災者支援法市民会議で議員一斉ロビー実施

1 月 「被ばくと健康管理に関する市民・専門家委員会」の立ち上げ準備・立ち上げ

１～２月 「被ばくと健康管理に関する市民・専門家委員会」で緊急提言について議論

2 月 健康管理問題で「緊急提言」を発出

3 月 緊急院内セミナー「どうする？ 放射線による健康被害への対応－市民・専門家による提言」開催

政府に「緊急提言」を提出。議論

【今後の展望など】「原発事故子ども・被災者支援法」は塩漬けとなっているが、被害当事者、支援者などのネ

ットワークを活用して、被害者支援を求める社会的な運動につなげていく。

健康問題に関しては、「被ばくと健康管理に関する市民・専門家委員会」の枠組みで進めていく。
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